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1. 序論 

1-1. 目的 

 1-1-1. 背景 奈良県および市町村は、これまで流域下水道や公共下水道、農業集落排水、合併浄化槽といった各種汚水処理事業を計画的に推進しており、令和３年度末現在の汚水処理人口普及率は 90.3％にまで向上してきた。 一方で、人口減少による使用料収入の減少や技術系職員数の減少による執行体制の脆弱化、耐用年数の到来による改築更新費用の増大など、汚水処理事業をとりまく環境は一層厳しさを増している。 汚水処理事業の広域化・共同化は、これらの課題を解決する手段の一つであり、総務省、農林水産省、水産庁、国土交通省、環境省の連名により令和４年度までに「広域化・共同化計画」を策定するよう要請があった。 上記背景を踏まえ、奈良県では、広域化・共同化を行うことによる汚水処理事業の効率化の可能性について全県域で検討を重ね、「奈良県汚水処理事業広域化・共同化計画」（以下、「本計画」という。）を策定した。  
 1-1-2. 計画の位置づけ 本計画は、図１-１のとおり奈良県汚水処理構想を構成する整備・運営管理手法を定めた整備計画の一部として位置づけられており、市町村が策定するアクションプランに基づく施設整備と整合を図りながら、奈良県や市町村が運営する汚水処理事業について、持続可能な事業運営を確保するために、広域化・共同化の取組等を示すものである。 
 ○参考・奈良県汚水処理構想について 奈良県では平成５年度に「奈良県下水処理総合基本構想」を策定し、その後、社会情勢の変化に対応する形で、「奈良県汚水処理構想」として適宜見直しを行い、下水道、農業集落排水や 合併浄化槽等の汚水処理施設の整備を進めてきた。「奈良県汚水処理構想」とは汚水処理施設のより一層の効率的かつ適正な整備を進めるための最適な処理方法のエリアを決めるものであり、汚水処理施設の整備計画を立案する上で基本となる計画である。  
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図 １-１ 本計画の位置づけ    

●主な関連計画     ●汚水処理に係る法定計画 流域別下水道整備総合計画 生活排水処理基本計画 
都市計画マスタープラン 市町村総合計画 地域防災計画  整合・調整 

奈良県汚水処理構想 ●整備・運営管理手法を定めた整備計画 ・汚水処理施設の早期整備を目指す （令和７年度末の汚水処理人口普及率：95.1%）   
 

◎◎◎◎奈良県汚水処理事業奈良県汚水処理事業奈良県汚水処理事業奈良県汚水処理事業広域化・共同化計画広域化・共同化計画広域化・共同化計画広域化・共同化計画    ・連携項目(ハード・ソフト)、スケジュール等 ・短期(～５年)、中期(～10 年)の実施計画 ・長期的な方針（10～30 年） 
◎10 年概成アクションプラン 中期(10 年程度)で汚水処理事業を概成するための整備内容 

奈良県汚水処理構想により定めた整備区域に基づき、整備・運営管理を推進  下水道施設 農業集落排水施設 
し尿処理場 合併浄化槽 
集中浄化槽等 
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1-2. 汚水処理事業の普及状況 

 1-2-1. 奈良県全域 図１-２のとおり、令和３年度末現在の奈良県の汚水処理人口普及率は 90.3％であり、平成 24年度から令和３年度までの 10年間で４％向上した。奈良県汚水処理構想に基づくさらなる整備の推進により、奈良県の汚水処理人口普及率は今後も向上することが予想される。             図 １-２ 奈良県汚水処理人口普及率の推移 
 1-2-2. 市町村 図１-３のとおり、15 市町村において汚水処理人口普及率は奈良県汚水処理構想における令和７年度末の奈良県目標(95.1%)を達成しているが、令和３年度末現在で達成できていない市町村も散見されるなど、市町村間で整備状況に差が見られる。             図 １-３ 令和３年度末現在の市町村別汚水処理人口普及率 
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 1-2-3. 流域下水道 奈良県では、流域下水道事業に着手した当初より、流域下水道を中心に市町村を跨いだ整備を行い、広域的に汚水処理事業を実施してきた。表１-１及び図１-４のとおり、令和元年度末現在で奈良県行政人口(1,349,941 人)の 77.3％が流域下水道による汚水処理を行っており、全国的にも高い水準にある。 表１-１ 奈良県下水道事業の概要    出典：令和元年度下水道統計             出典：令和元年度下水道統計 注：流域下水道普及率(％)＝「流域下水道処理区域内の下水道供用開始済み人口」／「行政人口」×100  図 １-４ 都道府県別流域下水道普及率   

事業名 関連市町村数 処理施設数 奈良県行政人口(①)[人] 供用開始済人口(②)[人] 普及率(②／①×100)[％]流域下水道 28市町村 4 1,043,214 77.3%公共下水道 4市町村 8 53,548 4.0%1,349,941
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さらに、図１-５のとおり、下水道処理場が 12 施設と全国的に少ないことからも、特に広域的に流域下水道事業を実施していることがわかる。               出典：令和元年度下水道統計 注：赤丸表記は奈良県を示す 図１-５ 都道府県別の下水道処理場数と流域下水道普及率の関係     
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1-3. 汚水処理事業の現状と課題 

 1-3-1. 人 

（１） 現状 １） 行政人口と流入水量 図１-６のとおり、奈良県の行政人口は平成 12 年をピークに減少傾向となっている。また、今後も全国平均より早く人口が減少していくことが予想される。           出典：[昭和 40 年から令和２年まで]国勢調査 [令和７年から令和 27 年まで]国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口 注：増減率は令和２年を基準とした場合の増減割合を示している 図１-６ 行政人口の推移 また、将来推計人口に基づき、奈良県流域下水道への今後の流入水量を推計した結果は図１-７のとおりである。図１-７のとおり奈良県流域下水道への流入水量も減少することが予想される。            出典：奈良県流域下水道経営計画(奈良県県土マネジメント部下水道課、令和３年３月) 図１-７ 奈良県流域下水道における過去からの流入水量と将来見込 
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２） 職員 図１-８のとおり、奈良県及び市町村の下水道事業に携わる職員数は、平成 21 年度と比較して27％減少している。特に技術系職員数の減少は顕著である。             出典：令和元年度下水道統計 注１：奈良県及び市町村の正規職員数を記載している 注２：職員率とは平成 21 年度を 100 とした時の職員数の割合を示している 図１-８ 下水道関連正規職員数の推移  図１-９のとおり、下水道事業を行う市町村の６割以上は５人以下の少ない職員数で運営している。また、図１-10 のとおり、下水道事業を行う市町村における職員の６割程度が 40 歳以上となっている。         出典：奈良県広域化・共同化計画策定に向けたアンケート(令和３年 10 月、下水道課実施) 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村  図１-９ 市町村別下水道事業に携わる職員数  

過去 10年間で技術系職員が 約 35％減少 

過去 10 年間で事務系職員が約 12％減少 

職員数が１～５人の市町村 20 市町村(約 67％) 
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       出典：奈良県広域化・共同化計画策定に向けたアンケート（令和３年 10 月、下水道課実施） 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村  図１-10 年齢別下水道事業に携わる職員の割合  
（２） 課題  (１)現状のとおり、行政人口の減少に伴い流入水量も減少するため、既存施設の非効率化や使用料収入の減少が課題となっている。一方で、下水道事業に携わる職員についても、特に技術系職員数の減少が顕著となっており、技術力の低下、職員数の不足、職員の高齢化が課題となっている。 また、図１-11 のとおり、下水道事業を行う 30市町村にアンケート調査を実施したところ、27市町村が「技術継承不足」を、続いて 25市町村が「人材不足」を課題として挙げており、多くの市町村が「人」に関する課題があると考えている。 このため、本計画の実施による事務の簡素化及び人材育成による技術力の向上が早急に求められている。          出典：奈良県広域化・共同化計画策定に向けたアンケート（令和３年 10 月、奈良県下水道課実施） 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村 図１-11 県内市町村の「人」に関する懸案項目内訳 

40 歳代～60歳代以上の職員の割合：61％ 
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 1-3-2. モノ 

（１） 現状 １） 処理施設 奈良県では図１-12 のとおり、令和３年度末現在、流域下水道処理場が４箇所、公共下水道処理場が８箇所、農業集落排水処理施設が 16 箇所の計 28 箇所で供用されており、下水道を管理する市町村のなかで、下水道処理場や農業集落排水処理施設を設置する市町村は下水道事業を行う 30市町村のうち、８市町村である。また、奈良県内で供用されている汚水処理施設は表１-２のとおりである。今後、本計画に基づいて流域下水道への集約が進むことで、より汚水処理事業の効率化につながることが考えられる。        出典：令和元年度下水道統計 図１-12 奈良県内下水道処理場及び農業集落排水処理施設数一覧  表１-２ 奈良県内汚水処理施設一覧（令和４年４月１日現在） 
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奈良県汚水処理施設位置図      
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２） 管路・マンホールポンプ 図１-13 のとおり、市町村の整備済み管渠は令和元年度末現在で 5,643km が整備されている。 また、図１-14 のとおり、流域下水道幹線のように奈良県が整備した管路は、令和３年度末現在で 198.3km であり、昭和 50年代に整備した管渠が多いため、今後、改築更新費が増加する見込みである。          出典：令和元年度下水道統計 図１-13 市町村別整備済み管渠延長 

出典：「令和３年度奈良県の下水道」等 図１-14 流域下水道の年度別整備済み管渠延長   
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図１-15 のとおり、市町村のマンホールポンプ所有台数は１台から 100 台超と、ばらつきが大きい。            出典：奈良県広域化・共同化計画策定に向けたアンケート（令和３年 10 月、奈良県下水道課実施） 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村 図１-15 市町村別マンホールポンプ数  
（２） 課題 図１-16 のとおり、23 市町村が「管路改築費が高い」という項目を最も懸念される課題として挙げており、15市町村が「保守点検・調査の不足」という項目を課題として挙げている。           出典：奈良県広域化・共同化計画策定に向けたアンケート（令和３年 10 月、奈良県下水道課実施） 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村 図１-16 県内市町村の管路・マンホールポンプに対する懸案項目   
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 1-3-3. カネ 

（１） 現状 図１-17 のとおり、市町村における令和２年度末現在の経費回収率は大半が 100％を下回っており、汚水処理に係る費用(以下、「汚水処理費」という。)が使用料以外の収入により賄われている状況にある。  

    出典：令和２年度地方公営企業年鑑 注：図１-17 の経費回収率は下水道処理場、農業集落排水処理施設、合併処理浄化槽、集中浄化槽等に関連する事業を合算したものである。 図１-17 令和２年度末における経費回収率  ○参考・経費回収率について 経費回収率とは、汚水処理費（経費）をどの程度使用料で賄えているかを表した指標である。 下水道事業は、汚水処理費（経費）を使用料によって賄うことが基本原則とされており、汚水処理費（経費）を全て使用料で賄えている状況（経費回収率 100％以上）が望ましい。また、経費回収率が 100％を下回っている場合は、汚水処理費が使用料以外の収入により賄われていることを示している。       経費回収率(％) ＝下水道使用料 ／ 汚水処理費 × 100 
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（２） 課題 図１-18 のとおり、24市町村が「改築更新費が高い」という課題を、23市町村が「料金を改定しづらい」という課題を挙げている。 また、「使用料収入の減少」を課題として挙げた市町村は９市町村であったが、６ページの図１-７のとおり、今後、奈良県流域下水道への流入水量はさらに減少することが予想されることから、多くの市町村で使用料収入の減少、経費回収率の低下が課題になると予想される。            出典：奈良県広域化・共同化計画策定に向けたアンケート（令和３年 10 月、奈良県下水道課実施） 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村 図１-18 県内市町村の「カネ」に対する懸案項目    
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図１-18 に挙げられる課題に対する対応策は、図１-19 のとおり「適正な下水道使用料への見直し」に次いで、17市町村が「広域化・共同化の実施」を挙げている。            出典：汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」策定に関するアンケート調査（平成30年８月実施） 注：対象市町村は下水道事業を行う 30 市町村 注：１自治体３項目まで回答可能 図１-19 「カネ」に対する課題への対応策    


